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３章 ＬＣＣ現在価値による経済性評価手法の検討 
 
３．１ 諸言 
本章では経済環境の変化と技術進歩を考慮に入れたＬＣＣ現在価値の特性をあきらか
にし、４章以降において具体的な仕様を踏まえた「資源循環型戸建住宅」と「資源循環型
集合住宅」の、長期にわたるＬＣＣの経済性評価を行うための手法を検討する。 
そのために、１）ＬＣＣ現在価値の算定式と前提条件の設定を行い、２)住み手のライフ
ステージの変化を考えた「資源循環型住宅」と「従来型住宅」の改装･建替えの基本モデル
を設定してＬＣＣ現在価値を算出し、利子率とコスト低減率を変化させたときのＬＣＣ現
在価値の特性を検討するとともに、経済性評価を有効に行うためにＬＣＣ現在価値比、年
等価額法などの活用方法をあきらかにする。３）以上の検討結果から経済性評価のフロー
を設定する。 
なお、長期間にわたるＬＣＣを考える場合、経済環境の変化による物価変動や利子率、
技術進歩によるコスト低減効果の影響が大きいため、物価動向調査を使って長期の利子率
と物価の変動，住宅および耐久消費財のコスト低減率をあきらかにし、これらの要素を考
慮した評価をおこなうための基礎資料とする。 
 
３．２ ＬＣＣの算定方法 
３．２．１ ＬＣＣの経済性評価 
２章で述べたように、「資源循環型住宅」は数百年の長期にわたって使用することが可
能な住宅であり、その改装・建替えコストは一定期間経過後に間歇的に発生する。しかし、
改装を繰り返しながら長期間使用する「資源循環型住宅」を採用するか、建替え更新を繰
り返す「従来型住宅」を採用するか、といった住宅タイプの選択は新築時に行われること
になる。このため、住宅タイプの選択が効果的に行われるためには、新築時点で将来発生
が予想されるコストのＬＣＣを算定し、その値で経済性を評価する必要がある。 
一定期間に発生するコストのＬＣＣを評価する方法としては、「資本利子物価変動率バ
ランス法」「現在価値法」「年等価額法」などがある 3-1）が、本研究のように数百年の長期
にわたるＬＣＣの評価では物価上昇や利子率の影響は大きく、資本利子物価変動率バラン
ス法による検討では、算定した値と価値の実感値との間に大きな隔たりが生ずる。こうし
た欠点を解消するためには、利子率や物価の変動，生産性の向上や技術進歩によるコスト
低減の影響を考慮に入れた検討が可能で、かつ建設時点での工法選択の重要な要因になる
ＬＣＣの現在価値で経済性の検討が行うことができる「現在価値法」を使用する必要があ
る。また、「年等価額法」は期間や条件の異なるＬＣＣについて年等価額で比較することが
出来、「現在価値法」の補完的手法として新築世代と継承世代の年間負担額の比較などに有
効であると考える。 
以下の研究において、ＬＣＣ現在価値の算定値から住宅の経済特性をあきらかにするた
めに、ＬＣＣ現在価値の意味と住宅の工法を選択する際の判断要素との関係を考える。 
「現在価値法」は資本コスト（通常は市場利子率もしくは株式利回り）を使って投資決
定を行うときに使用する方法で、以下の式(3-1)（3-2）で算定した現在価値ＶO と初期投資
額ＫO の大きさを比べ、その大小関係を見てその投資の是非を判断することができる 3－2)。 
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ただし、ｂｔは将来の各ｔ期にもたらされる収入，ｃｔは同じくｔ期の追加的費用，ｉは
資本コスト，ｍは内部収益率，ｓｎはＮ年後のスクラップ価値とする。 
この式を住宅のＬＣＣの評価に適用する場合、一般に自己使用に供する住宅では利益を
考慮する必要はないが、概念上の収益率ｍは使用便益率（＝想定家賃相当額/投資額）に相
当し、収入はゼロ、追加的費用が改装・建替え費用となる。また資金は、自己資金と借入
金の組み合わせで構成されており、その資本コストは借入金の利子率または自己資金の投
資利回りと考えることができる。そして、同一の機能を充足する複数の工法がある場合、
使用便益は同一であるため、工法の選択を式（3-1）の現在価値の大小で判断することがで
きる。 
一般に、住宅資金に関しては自己資金のほかその過半を銀行からの長期の借り入れ資金
でまかなうことになるため、自己使用を目的とする住宅においても、資本コストを考慮し
ない「資本利子物価変動率バランス法」では、現実の価値判断との間に大きなかい離が生
ずることになる。このため、本研究では利子率を考慮した「現在価値法」を採用し、資本
コストと償却費を控除する前の利益を現す（ｂｔ－ｃｔ）の代わりに維持修繕費用を使って
算出した現在価値をＬＣＣ現在価値と呼ぶ。なお、将来の発生コストはその間の物価変動
によって変わるため、算定に使用する利子率は後述するように、実際の貸し出しの利子率
を物価変動率で修正した実質利子率を用いる。 
以上のことから、ＬＣＣ現在価値の計算式は、式(3-1)よりＬＣＣ現在価値をＣＰ，ｔ年
後に発生する費用をＣｔ，利子率をｉ，検討期間をＴ、残存価値をＣＴとすると式（3-3）
のようになる。ただし、費用の発生は全て年初に発生し、支払いは発生と同時に行われる
ものとする。 
( ) T
T
T
1t
)1t(
t
p )i1(
C
i1
C
C
+
-
+
= å
=
-         （3-3） 
なお検討期間Ｔとｔ年目の費用発生の時期の関係を示すと図 3-2-1になる。 
図 3-2-1 年期間と費用の発生モデル 
Ｔ年間
1年目 2年目
1年目の年初に新築工事 Ｔ年末の残存価値
ｔ年目の年初に改装ｏｒ建替え工事発生
（ｔ－１）年間 ｔ年
(Ｔ+1)年：経年折れ線グ
ラフにおける最終年表示
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３．２．２ 物価調査による利子率の設定 
利子率を考える場合、住宅は一般的に建設資金の大半が長期の住宅ローンで構成される
ため、本研究の実質利子率は借り入れ資金の金利と物価上昇率の関係から算出するものと
する。 
すなわち、実質利子率をｉ＊、貸し出し金利をｉｘとすると、その現在価値は式（3-4）に
示す実質利子率ｉ＊を使って求めることが出来る。 
 
( )
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+=                              （3-4） 
ここで実質利子率と経済環境の関係を検討するために、過去の消費者物価上昇率と銀行
の貸出金利から式（3-4）により実質利子率を算定すると、1955年～1999年の 45年間の変
化は図 3-2-2の様になる。この図をみると、物価上昇率はオイルショックの時のように激
図 3-2-2 物価上昇率，買出し金利と実質利子率の推移 
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図 3-2-3 実質利子率の 10年間平均値の推移 
注記：1965 年以前は 1955 年～Ｎ年までの平均値 
注記：（＊１）総理府統計局「消費者物価指数」より算定、1969年以前 
は戦前基準を使用 
（＊２）日本銀行「経済統計年報」全国銀行平均年末を使用 
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しく変化する場合があるが、貸出金利は一定の範囲で緩やかな変化をしている。 
実質利子率は物価の急激な変動などにより一時的に大きく振れることがあるが、貸出金
利は実質利子率と期待される物価上昇率の和に近似するように変化していくため、その後
の物価が安定していれば実質利子率はその間の経済環境に相応した値に収束していく。そ
うした変化を確認するために、実質利子率の 10年間の平均値を算定しグラフに表すと、図
3-2-3 のように緩やかな変化を示す。資本利子率の中には資本の運用に対する期待利益が
含まれるため、資金需要が旺盛で資金が不足がちな成長期にはあがり、資金牛洋画低下す
る安定期には下がる傾向にある。ちなみに、安定成長期に入ったと考えられる 1970年から
30年間の実質利子率の移動平均は 1.86％であり、高度成長期である 1955年から 65年の高
度成長期の 10年間は 4.9％となっている。 
参考のために、1901年から 1950年までの 50年間における 10年ごとの実質利子率の平
均値を算定すると、13％になる。（ただし、小売物価指数の統計が取られていないため、卸
売物価で算定した。）この間は、世界恐慌による年率 20％以上の物価下落や敗戦による数
百パーセントの物価上昇が生じるなど経済変動の激しい時期であり、データ―の不備もあ
って正確な検討を行うことは出来ない。また現在の状況は、情報技術の進歩と金融市場の
グローバル化の中で金融コストは低減していく傾向にあり、これによる実質利子率の低減
効果も考え、今回の検討においては 1955年～1999年の 45年間の変化を参考に検討を進め
るものとする。 
なお一般に多く使われている「資本利子率物価変動率バランス法」では、物価の変動率
と資本利子率が等しくなるという想定のもとに計算を行っているが、この表で見るように
物価変動率で修正した実質利子率は長期的には常にプラスになる。これは、先に述べたよ
うに、資本利子率の中には資本の運用に対する期待利益などが含まれるためである。今日
のようなデフレ経済化ではゼロ金利と言われる低金利状態が生じているが、これもデフレ
によるマイナスの物価上昇（物価降下）を考えると、実質利子率はプラスになっている。
このように、実質利子率は常にプラス側にあり、我々の生活実感にある貨幣価値はこれを
元に成り立っているため、長期のＬＣＣを評価する場合、利子率の要素を考慮しない「資
本利子物価変動率バランス法」の算定値では、実際の価値感覚とはかい離した評価になる
危険性がある。このため、本研究ではＬＣＣ現在価値法による評価を中心に検討を行うこ
ととする。 
なお住宅建設時の判断は、そのときの利子率の見通しや購入者のローン返済期間の収入
見込みを基準に行われることが多く、安定成長期と高度成長期ではその判断が大きく異な
てくる。このため、評価の際の実質利子率は安定性長期と高度成長期に分けてその考察を
行う。 
その際、現在の経済環境を反映した安定成長期の実質利子率は、1970年から 30年間の
実質利子率の平均である 1.86％を参考に 2％を使用し、高度成長期の実質利子率としては
1955年から 65年の 10年間の平均値 4.9％を参考に 5％の値を使用する。なお、現在価値
法によるＬＣＣの算定においては、実質利子率が大きくなると将来の発生コストの影響が
低下し、その値は初期投資の値に漸近していくことになり、これより大きな利子率の場合
についてはある程度の類推が可能である。 
経済性の評価としては、自己使用する住宅のほかに、投資用の住宅の場合の賃貸価値に
対する評価がある。これは、家賃収入による式（3-2）の収益率ｍで判断されるが、式（3-1）
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と（3－2）は利子率と収益率を読み替えれば現在価値ＶO と初期投資額ＫO の値は同一の式
で算定できることになる。このため、賃貸用の人工地盤住宅のスケルトン部分の投資収益
を考察する場合などには、ＬＣＣ現在価値を投資額の現在価値と、実質利子率を賃貸収益
率と読み替えて考察を行う。実際の賃貸価格は需給関係とその時点の不動産の建設価格に
左右されることになるが、一般的に不動産投資は保有資産の活用から行われることが多い
ために、中期的には他の投資利回りと連動する傾向があり、投資用の人工地盤の評価につ
いても、高度成長期（実質利子率ｉ＊＝5％）と安定成長期（実質利子率ｉ＊＝2％）の 2つ
のケースで検討を行う。 
 
３．２．３ 技術進歩に関する考察 
なお、建築物は技術を使った製造物であり、技術の進歩によって同一の改装・建替え工
事でも将来の価格は変わる。また、２.２.３で述べたように、「資源循環型住宅」は長寿命
化や資源循環を具現するために独自の構成技術を採用しており、その開発・進歩が機能の
向上とコストの低減を可能にし、「資源循環型住宅」の普及に貢献することになる重要な項
目である。技術進歩が現在価値に与える影響としては、生産性の向上や構成資材のコスト
低減などの直接的な影響のほかに、賃金分配率や利潤率，投資の誘発等に影響を受けるが、
この影響を考慮するために、本研究では現在価値算定の際にコスト低減率の項を設定する。 
そのために、総務省の物価調査をもとに過去における住宅のコスト変化と工業製品のコ
スト低減の傾向をあきらかにし、以降の検討における技術進歩によるコスト低減率を考え
る参考とする。 
平成 7 年度基準による建設工事費のデフレーターを使った住宅価格と、消費者物価の
1960年～2000年の変化をグラフにあらわすと、図 3-2-4 に示すように両者がほぼ同様の動
きになっていることがわかる。住宅のコストは資材と労務で構成されており、住宅コスト
と資材コスト，労務コストの関係を考えるため、さらに総務省の物価調査のデータを使い
過去の価格の推移を見てみる。 
図 3-2-5は、同調査の木造住宅の単価と建材価格それに労務単価の代表としての大工の 
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注記：（＊１）建設物価調査会「物価デフレーターの基準改定（平成 7 年度）」を
使用、基準年度値：1995年＝100 
（＊２）総務省統計局「消費者物価指数」1969年以前は戦前基準  
図３－５ 住宅価格と消費者
図 3-2-4 住宅価格と消費者物価の推移 
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手間代について、その経年変化を対消費者物価指数で表したグラフである。この図を見る
と住宅単価は過去 40年間で消費者物価に対し大きな変化はしていないが、建材価格は低下
傾向を、大工の手間は増加傾向を示している（ただし大工手間は 1965年より調査を実施）。
これは、技術進歩や生産性の向上によって資材コストが一般的には時間とともに低減して
いくのに対し、労務単価はその成果配分を受けて増加していくためである。表3-2-1の1965
年～2000年の 35年間の住宅，建材，大工手間の低減率の算定値で、住宅の価格低減率が
0.3％と少ないのは、この間の技術進歩などによるコストの低下が住宅の性能の向上や労務
費の上昇に吸収され、住宅の取得価格には大きな変化がなかったためと考えられる。 
さらに、「資源循環型住宅」のコスト低減率の検討範囲を設定の参考にするために、総務
省の物価調査の 537品目の中から、多くの部品で構成されている耐久消費財で、かつ長期
間の継続的データが得られる工業製品という基準で選定した 4 品目について注 3-1)、物価デ
フレーターを使って修正した同期間の価格の変化を図 3-2-6に示す注 3-2）。その間のコスト
低減率を求めると表 3-2-2のようになる。なお、表 3-2-1に挙げた住宅のコスト低減率を
木造住宅と非木造住宅に分けてコスト低減率を算定した値も、住宅における技術進歩によ
るコスト低減効果を見るために載せる。ただし、テレビはカラーテレビが調査対象になっ
た 69年からの 31年間を算定し、また乗用車は 81年以前には調査対象となっていないため
に、参考値としてデータの得られたメーカー提供資料を用い 63年からの 37年間で算定す
る。 
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出典：＊1建設物価調査会「物価デフレーターの基準改定（1995年）」 
＊2総務庁統計局「全国物価統計調査報告」 
 注記：物価は 1995年価格を 100とした対消費者物価 
図３－６ 木造住宅・建材価格と大工手間の推移 
 
表３－１ 住宅・建材価格と大工手間の低減率の算定 
住宅＊１ 建材 大工手間
期間 1965～2000年 1965～2000年 1965～2000年
当初価格Ｃｏt 108 160 42
ｔ年後価格Cｏ 96 96 91
期間ｔ 35年 35年 35年
価格低減率ｋ 0.33% 1.44% -2.23%
　注記：価格は９５年を100とし、対消費者物価デフレター で編集
         * 1は住宅価格は木造・非木造を含む
表 3-2-1 木造住宅・建材価 大工手間の価格低減率 
図 3-2-5 木造住宅・建材価格と 手間の推移 
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自転車と洗濯機はコスト低減率ｋ＝3.0％，3.4％、乗用車はｋ＝2.0％とほぼ 2％～3.5％
の間にある。一方、情報化社会の進むなかで、画像情報端末として現在も技術革新と市場
の拡大の続いているカラ―テレビは、31 年間でｋ＝7.1％と大きなコスト低減率になって
いる。 
以上の検討を参考に、工業化による住宅のコスト低減率を考えるとき、「従来型住宅」の
0.4%から一般耐久消費財の低減率である 2～3.5％の範囲が想定されるが、検討には低減率
の最も大きいカラーテレビも視野に入れて 0％～10％の範囲で行う。なお、現在価値法に
よるＬＣＣの算定においては、コスト低減率が大きくなると将来の発生コストの影響が低
下し、その値は初期投資の値に漸近していくことになる。このため実質利子率 10％以上の
場合についても推測は可能である。 
また、木造住宅と非木造住宅のコスト低減率は前者が 0.4％，後者が 0.7％と他の工業製
品と比較するとその値は小さいものの、両者の比較では非木造住宅のほうが 1.7倍ほど大
きい。非木造住宅は戦後に普及した住宅で、現在までの技術進歩と規模の拡大効果があり、
木造住宅においてもハウスメーカーなどによる量産型住宅の技術進歩はあるものの、非住
宅のコスト低減効果が大きくなっている。「資源循環型住宅」はこれから開発・普及が進む
住宅システムであり、当然そのコスト低減率は大きくなることが考えら、コスト低減率の
影響を考慮した検討は必要である。 
 
図３－７ 工業製品の価格の推移 
表３－２ 工業製品のコスト低減率の算定値  
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注記：総務省統計局「小売物価統計調査」の価格を、基準年度値：1995年＝100 
とした物価デフレーターで修正 
（＊１）乗用車の 1981年以前はメーカー提供資料による         
（＊２）テレビの 1969年以前は白黒、それ以降派カラーテレビの価格  
木造住宅 非木造住宅 自転車 洗濯機 テレビ (乗用車)
期間 1961～2000年
1961～
2000年
1961～
2000年
1961～
2000年
1969～
2000年
1963～
2000年
当初コストCｏt 114 128 294 325 696 207
ｔ年後コストCｏ 96 96 88 86 72 101
期間ｔ 39 39 39 39 31 37
コスト低減率ｋ 0.42% 0.72% 3.04% 3.35% 7.06% 1.97%
注記：乗用車は1981年以前は物価調査の対象品目となっていないため
     　　メー カー 調査価格を採用し、参考値とする。
図 3-2-6 製品の価格の推移 
表 3-2-2 工業製品のコスト低減率 
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３．２．４ 現在価値の算定式と前提条件の設定 
以上の検討の結果から、本研究では利子率とコスト低減率を考慮したＬＣＣ現在価値を
算定してＬＣＣの評価を行うものとする。ただし、費用の発生は全て年初に発生し、支払
いは発生と同時に行われるものとし、残存価値はＴ年後の年末の価値をあらわす。 
現在価値法を使ってＬＣＣを算定する場合に考慮しなければならない要素は、大別して
１）費用の発生パターン，２）利子率，３）物価上昇，４）価格変化，５）使用年数，６）
税制の 6 つがある 3-3）。これら 6 つの要素について、算定の前提条件を以下のように整理
する。 
１）費用の発生パターン 
発生費用として、光熱費や毎年発生する維持管理的費用は各タイプ同一条件と仮定し、
改装・建替えの費用のみを検討対象にすると、費用の発生パターンは集中型となり各発生
費用の現在価値の和であらわすことが出来る。ただし、ＣPtnは ptn年目に発生する費用の
現在価値とする。 
L++++= tnp2pt1ptP CCCC ‥‥                     （3-5） 
  
２）利子率および物価上昇 
物価上昇が指数的に進むと仮定すると t年後に発生する費用の現在価値は、t年目の発生
コストをＣＯ，物価上昇率をｊとすると（１＋ｊ）（ｔ－１）・ＣＯとなり、その現在価値ＣＰｔ
は式（3-6）によって求めることができる。 
( )
( ) O)1t()1t(Pt Cj1i1
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C ·+·
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= -- O)1t( C
1
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1
1
·
þ
ý
ü
î
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ì
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ççè
æ
-
+
++
= -      （3－6） 
なお、（１＋ｉ）/（１＋ｊ）－１は式（3-4）に示す実質利子率の算定式であり、算定
に実質利子率ｉ＊を使用すると式（3-6）は式(3-7)のように表すことが出来る。 
 ( ) O)1t(*Pt Ci1
1
C ·
+
= -                                   （3-7） 
 
３）コスト低減率 
コスト低減の率は毎年異なるが、ある期間のコスト低減の傾向を考える場合に、それが
一定の割合で進むものと仮定すると式（3-8）のように指数関数であらわすことが出来、そ
の期間のコスト低減の大小を考慮したＬＣＣ現在価値の検討を行うことが出来る注 3-3）。本
研究ではその値をコスト低減率と呼ぶ。 
ただし、ｔ年後に発生する工事の現在のコストをＣ0Ｔ、コスト低減率をｋ、ｔ年後の同
一工事のコストをＣ0とする。 
  ( ) t)1t( ＯＯ Ｃ１－ｋ＝Ｃ ·-                        （3-8）
 
･･･ 
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４）検討期間 
検討期間の設定を行うため、コスト 100が発生したときからさかのぼって、実質利子率
の変化による経年の現在価値を算定し、その影響を図 3-2-７に示す。実質利子率 3％では
180年間で現在価値はほぼゼロになり、これ以上の期間ではＬＣＣ現在価値はほぼ同一と
なる。実質利子率 2％ではＬＣＣ現在価値は 3 以下となり、初年度に行われる新築の値に
対し 180年後の新築の影響が 3％以下となる。このため、多世代にわたる長寿命化の効果
を検討する期間を３世代 180年とし、生涯住宅コストの経済性を比較するための１世代 60
年との２ケースで検討を行う。 
なお、「生涯対応型住宅」と「従来型住宅」は検討期間終了時点で解体廃棄処分される
が、部材を再利用して再築を行う「資源循環型住宅」では残存価値が存在する。その値は、
再築工事費のコストセーブ額から再利用による価値の低減額を差し引いた値となるはずで
あるが、中古部品の市場が未発達な現状ではその類推は難しい。このため、本研究では法
定耐用年数経過後の残存価値を参考に10％とする。 
５）税制 
税制は建物の建替えや代替案の選択に大きな影響を及ぼすが、本研究では税法上の問題
は考えず、純粋に経済的な側面についてのみ検討することとする。 
６）ＬＣＣ現在価値の算定式 
以上の設定条件により、式（3-3）のＬＣＣ現在価値の算定式を整理すると、式（3-9）
のように書き直すことが出来る。以下の算定にはこの式を使用する。 
T*
T
TT
1t
)1t(*
ot
)1t(
p )i1(
C)k1(
)i1(
C)k1(
C
+
·-
-
+
·-
= å
=
-
-
            （3-９） 
 
 ただし、ＬＣＣ現在価値をＣＰ，ｔ年後に発生する費用をＣot，実質利子率をｉ＊，検討
期間をＴ、コスト低減率をｋ，残存価値をＣＴとする。 
図３－８ 実質利子率の違いによる将来発生コストの現在
新築コストを100とした指数
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図 3-2-7 実質利子率の違いによる将来発生コストの 
現在価値に与える影響 
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３．３ ＬＣＣ現在価値法による経済性の評価 
３．３．１ 改装・建替えの工事費割合 
実質利子率とコスト低減率を考慮した現在価値法による経済性評価手法の有効性を検
証し、ライフステージの変化による住宅の多世代にわたる改装･建替えコストのＬＣＣ現在
価値法による経済性の評価手法の特性を把握するために、「資源循環型住宅」と「従来型住
宅」の改装･建替えコストの簡単なモデルを設定し検討を行う。検討に当たって、コスト数
値は「従来型集合住宅」の新築コストを 100とした指数で表示する。 
各住宅の改装・建替えの時期および工事内容は表 3-3-1 を用い、工事費の割合は以下に示
す設定にすると改装・建替えのコストは表 3-3-2になる。 
すなわち、「資源循環型住宅」の新築を 100とし，61年目ごとの再築は新築コストの 1/2，
3１年目の全面改装は 1/4，16年目と 46年目の部分改装は 1/8とする。「従来型住宅」は同
じく新築を 100とし 31年目ごとに行い，16年目に行う部分改装は 1/4とする。 
  
 
 
 
 
３．３．２ ＬＣＣ現在価値の検討 
１）検討期間の検討 
算定に当たって、まず表 3-3-2の「資源循環型住宅」「従来型住宅」の各住宅の経年の
改装・建替えの発生パターンとコストにもとづいて、180年間の経年発生コストとそのＬ
ＣＣ累計値を算定すると表 3-3-3になる。これを図に示すと従来型住宅のＬＣＣ現在価値
と検討期間との関係は図 3-3-1に、同じく従来型住宅に対する資源循環型住宅の現在価値
の比と検討期間との関係は図 3-3-2になる。図 3-3-1を見ると、実質利子率が 0％のとき
ＬＣＣ累計値は検討期間が長くなるほど増加するが、図 3-3-2でＬＣＣ現在価値野の比を
見ると、期間が長くなるに従い一定の値に漸近していくことがわかる。安定成長期の指標
である 2％と高度成長期の指標である 5％では 180年付近でほぼ一定の割合になる。したが
表３－３ 各住宅の改装・建替え工事の経
年数
工事種別 コスト 工事種別 コスト
1年目 新築 100.0 新築 100.0
16年目 部分改装 12.5 部分改装 25.0
31年目 全面改装 25.0 新築 100.0
46年目 部分改装 12.5 部分改装 25.0
61年目 再築 50.0 新築 100.0
以降
資源循環型住宅 従来型住宅
16年目からの繰り返し
数値は新築コストを100とした指数で表示
表 3-3-2 各住宅の改装・建替え工事の経年発生種別と割合 
年数 資源循環型戸建住宅 従来型戸建住宅 改装・建替えの主要因
1年目 新築 新築 結婚による所帯形成
16年目 部分改装 部分改装 子供の成長にともなう改装
31年目 全面改装 新築 住宅機器の更新と家族構成の変化による改装
46年目 部分改装 部分改装 老後に備えた改装
61年目 再築 新築 世代交代にともなう建替え
以降 16年目からの繰り返し
表 3-3-1 各住宅の改装・建替え工事の経年発生パターン 
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って 180年間のＬＣＣ現在価値を算定し各住宅の比較を行えばそれ以上の長期の類推は可
能となるため、検討期間は３．２．４で設定した60年間と180年間で検討を進める。 
 
表 3-3-3 各住宅の改装・建替えコストとＬＣＣ現在価値 
図 3-3-1 従来型住宅の検討期間とＬＣＣ現在価値の関係 
年数
1年目 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
16年目 12.5 25.0 112.5 118.6 112.0
31年目 25.0 100.0 137.5 173.8 135.2
46年目 12.5 25.0 150.0 184.0 137.9
61年目 50.0 100.0 200.0 214.5 143.3
76年目 12.5 25.0 212.5 220.2 143.9
91年目 25.0 100.0 237.5 237.0 145.2
106年目 12.5 25.0 250.0 240.1 145.3
121年目 50.0 100.0 300.0 249.4 145.6
136年目 12.5 25.0 312.5 251.1 145.7
151年目 25.0 100.0 337.5 256.3 145.7
166年目 12.5 25.0 350.0 257.2 145.7
180年目 -10.0 0.0 340.0 257.2 145.7
改装・建替えコスト
従来型住宅（実
質利子率2％）資源循環型住宅 従来型住宅
従来型住宅（実
質利子率０％）
改装・建替えコストの現在価値
従来型住宅（実
質利子率5％）
新築コストを100とした指数で表示
図 3-3-2 資源循環型住宅の従来型住宅に対するＬＣＣ
現在価値の比と検討期間 
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２）実質利子率とコスト低減率のＬＣＣ現在価値に与える影響 
60年間，180年間という長期のＬＣＣの評価において前項で示すように利子率やコスト
低減率が大きく影響してくる。このため、以下の検討においてその影響を考慮したＬＣＣ
現在価値を算定し、その特性を検討する。 
ＬＣＣ現在価値の算定過程として、実質利子率 1％，コスト低減率 0％と、実質利子率 0％，
コスト低減率 2％の各経年コストの現在価値を表 3-3-4に示す。次に各住宅の実質利子率
のみを考えたＬＣＣ現在価値の特性を考えるために、コスト低減率がゼロと 2％のときに
実質利子率を 0％から 10％まで変化させた場合のＬＣＣ現在価値を算定し、180年間の値
を表 3-3-5，図 3-3-3に、60年間の値を表 3-3-6，図 3-3-4 に示す。60年間の値では、再
築で始まる住宅継承世代の生涯住宅コストの低減効果を見るために、再築のケースについ
ても示す。 
さらに、コスト低減率のＬＣＣ現在価値に与える影響を考えるために、実質利子率がゼ
ロのときにコスト低減率を 0％から 10％まで変化させた場合の 180年間のＬＣＣ現在価値
を算定し表 3-3-7，図 3-3-5 に示す。また、実質利子率とコスト低減率がＬＣＣ現在価値
に与える影響を総合的に考えるために、「資源循環型住宅」について実質利子率とコスト低
減率を変数とした 180年間と 60年間の値を求め表 3-3-8，3-3-9に、その等高線グラフを
図 3-3-6，3-3-7に示す。 
表 3-3-5，3-3-6 には「従来型住宅」に対する「資源循環型住宅」の現在価値の比も示
しているが、この値を「資源循環型住宅」の「従来型住宅」に対するＬＣＣ現在価値比（ま
たは、「資源循環型住宅」のＬＣＣ現在価値比）とよぶ。 
図 3-3-3を見ると、各住宅の新築コストを同一としたときの 180年間のＬＣＣ現在価値
は、実質利子率の値に関係なく常に「従来型住宅」が「資源循環型住宅」よりも大きくな
っている。その値は各住宅とも 0％の値は前項のＬＣＣ累計値の値に等しく最大であるが、
実質利子率の上昇にともない次第に小さくなり 10％付近では新築コストの値にほぼ等し
くなる。このため、その差も実質利子率の上昇とともに小さくなる。これは、利子率が高
くなるに従い将来発生する改装・建替えコストの影響が小さくなるためで、実質利子率が
高くなるに従い初期コストに漸近していく傾向があるといえる。 
図 3-3-4 の 60年間のグラフでは、各住宅ともＬＣＣ現在価値は小さくなり利子率の変
動による変化も少なくなるが傾向は同様である。ただし、図 3-3-3と 3-3-4 で 180年間の
場合と 60年間の場合を比較すると、180年間の変化は 60年間の変化より大きく、ＬＣＣ
の検討期間が長いほど実質利子率の影響が大きくあらわれるため、長期間の使用における
経済性を検討する場合には実質利子率を考慮した検討を行う必要があることがわかる。 
また、図 3-3-4 で 60年間の検討で新築世代と再築世代の現在価値の差を見ると、「資源
循環型住宅」を継承した再築世代の生涯住宅コストは、実質利子率 0％のときに新築の 64％、
10％のときに 52％となっており、実質利子率の変化にかかわらず 60％前後になっており、
良質な住宅ストックの継承世代の経済効果は大きいことがわかる。これは、実質利子率が
0％ではＬＣＣ累計値を示しており、その比は生涯住宅コストの違いを表しているが、実質
利子率が 10％の付近ではそれぞれの初期コストに近似しており、それは新築コストと改築
コストの値を示している。このため、「資源循環型住宅」の継承世代のＬＣＣ現在価値での
優位性を高めるためには、改装工事コスト全体の低減効果とともに、世代交代時の改築コ
ストの低減を図る効果も大きいといえる。 
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図 3-3-5 で実質利子率ゼロのときコスト低減率を 0％～10％まで変えたＬＣＣ現在価値
を見ると、コスト低減率をゼロとして実質利子率を 0％～10％まで変えたＬＣＣ現在価値
よりわずかに小さいが傾向は同様となる。 
こうした実質利子率とコスト低減率のＬＣＣ現在価値に与える影響を総合的に把握す
るために図 3-3-6を見ると、実質利子率とコスト低減率がゼロの点を頂点とし、実質利子
率およびコスト低減率が大きくなるにつれ急速にＬＣＣ現在価値が低下し、その後は低下
の傾向が次第に緩やかとなり実質利子率 0％，コスト低減率 10％と、実質利子率 10％，コ
スト低減率 0％の点を対角線として以降は非常に緩やかな低減となり、新築コストの値に
漸近していくことがわかる。図 3-3-7で 60年間のＬＣＣ現在価値の変化を見ると同様の傾
向であるがその変化は非常に小さい。 
実質利子率は図 3-2-3 に示すよう 10年間の平均値でも 0％～5％まで変化しており、こ
れまで述べたようにＬＣＣ現在価値に与える影響は大きく無視できないが、これに対し、
表 3-2-1に示すように、1965年から 2000年までの住宅のコスト低減率は 0.3％と非常に小
さく、「資源循環型住宅」と「従来型住宅」のコスト低減率を同一と仮定した場合、その影
響は少ないことがわかる。 
しかし、これから開発・普及が進んでいく「資源循環型住宅」には、技術進歩や市場拡
大によるコスト低減効果が予想される。このため、経済環境の変化による経済性の評価と
は別に、３．３．４で「資源循環型住宅」と「従来型住宅」のコスト低減率の差によるＬ
ＣＣ現在価値の変化を検討し、「資源循環型住宅」の普及の可能性について考察する。 
 
 
1年目 100.0 100.0 100.0 100.0
16年目 10.8 21.5 9.2 18.5
31年目 18.5 74.2 13.6 54.5
46年目 8.0 16.0 5.0 10.1
61年目 27.5 55.0 14.9 29.8
76年目 5.9 11.9 2.7 5.5
91年目 10.2 40.8 4.1 16.2
106年目 4.4 8.8 1.5 3.0
121年目 15.1 30.3 4.4 8.9
136年目 3.3 6.5 0.8 1.6
151年目 5.6 22.5 1.2 4.8
166年目 2.4 4.8 0.4 0.9
180年目 -1.7 0.0 -0.3 0.0
210.1 392.4 157.7 253.8
180年目の算定式＝－残存価値×（1－ｺｽﾄ低減率ｋ）180/（1＋実質利子率ｉ＊）180
資源循環型住宅 従来型住宅 資源循環型住宅
実効利子率１％、コスト低減率０％のケース実効利子率０％、コスト低減率２％のケース
合計
発生年
ケース
従来型住宅
各住宅の新築コストを100とした指数
表 3-3-4 改装建替えコストの現在価値の計算例
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図 3-3-3 実質利子率を変化させたと
0% 340.0 750.0 0.45
1% 210.1 392.4 0.54
2% 159.0 257.2 0.62
3% 135.8 196.4 0.69
4% 123.7 164.5 0.75
5% 116.8 145.7 0.80
6% 112.4 133.7 0.84
7% 109.4 125.6 0.87
8% 107.4 119.8 0.90
9% 105.9 115.6 0.92
10% 104.8 112.4 0.93
ＬＣＣ現在価値 資源循環型住宅の従来型住
宅に対するＬＣＣ現在価値比
各住宅の新築コストを100とした指数
実質利子率
資源循環型住宅 従来型住宅
各住宅の新築コストを100とした指数
0
100
200
300
400
500
0% 1% 2% 3% 4% 5% 6% 7% 8% 9% 10%
実質利子率
Ｌ
Ｃ
Ｃ現
在
価
値
資源循環型住宅
従来型住宅
表 3-3-5 実質利子率を変化させてときのＬＣＣ現
在 
図 3-3-3 実質利子率を変化させたときの LCC 現在価値 
       （180年間・コスト低減率 0％） 
表 3-3-5 実質利子率を変化させたときの LCC 現在価値とLCC  
現在価値比（180年間・コスト低減率 0％） 
0% 140.0 90.0 250.0 0.56 0.36
1% 131.8 81.8 211.7 0.62 0.39
2% 125.2 75.2 184.0 0.68 0.41
3% 119.9 69.9 163.9 0.73 0.43
4% 115.8 65.8 149.0 0.78 0.44
5% 112.7 62.7 137.9 0.82 0.45
6% 110.2 60.2 129.7 0.85 0.46
7% 108.2 58.2 123.4 0.88 0.47
8% 106.7 56.7 118.6 0.90 0.48
9% 105.5 55.5 114.9 0.92 0.48
10% 104.6 54.6 112.1 0.93 0.49
資源循環型住
宅ー再築
ＬＣＣ現在価値 ＬＣＣ現在価値比
実質利子率 資源循環型住宅
―新築 従来型住宅
資源循環型住宅
―新築
各住宅の新築コストを100とした指数
資源循環型住宅
―再築
表 3-3-6 実質利子率を変化させたときの LC C 現在価値とLCC  
現在価値比（60年間・コスト低減率 0％） 
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表３－８ コスト低減率を変化させたときのＬＣＣ現
在価値とＬＣＣ現在価値比 
図３－１３ コスト低減率を変化させたときの
ＬＣＣ現在価値 
0% 340.0 750.0 0.45
1% 209.4 390.3 0.54
2% 157.7 253.8 0.62
3% 134.3 192.6 0.70
4% 122.3 160.7 0.76
5% 115.4 142.1 0.81
6% 111.1 130.2 0.85
7% 108.3 122.3 0.89
8% 106.3 116.7 0.91
9% 104.9 112.7 0.93
10% 103.8 109.8 0.95
各住宅の新築コストを100とした指数
ＬＣＣ現在価値 資源循環型住宅の従来型住
宅に対するＬＣＣ現在価値比コスト低減率 資源循環型住宅 従来型住宅
各住宅の新築コストを100とした指数
0
100
200
300
400
500
0% 1% 2% 3% 4% 5% 6% 7% 8% 9% 10%
コスト低減率
Ｌ
Ｃ
Ｃ
現
在
価
値
資源循環型住宅
従来型住宅
各住宅の新築コストを100とした指数
0
100
200
300
400
500
0% 1% 2% 3% 4% 5% 6% 7% 8% 9% 10%
実質利子率
Ｌ
Ｃ
Ｃ現
在
価
値
資源循環型住宅―新築
資源循環型住宅ー再築
従来型住宅
図 3-3-4 実質利子率を変化させたときの LCC 現在価値 
       （60年間・コスト低減率 0％） 
図 3-3-5 コスト低減率を変化させたときの LCC 現在価値 
       （60年間・実質利子率 0％） 
表 3-3-7 コスト低減率を変化させたときのLCC 現在価値とLCC
現在価値比（60年間・実質利子率 0％） 
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表３－９ 実質利子率とコスト低減率を変えたと
きの資源循環型住宅の 
図３－１４ 実質利子率とコスト低減率を変えた
ときの資源循環型住宅の 
0% 1% 2% 3% 4% 5% 6% 7% 8% 9% 10%
0% 340 209 158 134 122 115 111 108 106 105 104
1% 210 158 135 123 116 111 108 106 105 104 103
2% 159 135 123 116 112 109 107 105 104 103 103
3% 136 123 116 112 109 107 105 104 103 103 102
4% 124 116 112 109 107 105 104 103 103 102 102
5% 117 112 109 107 105 104 103 103 102 102 102
6% 112 109 107 106 104 104 103 102 102 102 101
7% 109 107 106 104 104 103 102 102 102 101 101
8% 107 106 105 104 103 102 102 102 101 101 101
9% 106 105 104 103 102 102 102 101 101 101 101
10% 105 104 103 103 102 102 101 101 101 101 101
実
質
利
子
率
新築コストを100とした指数
コスト低減率
0%
2%
4%
6%
8%
10%
0% 2%
4% 6%
8% 10%
0
50
100
150
200
250
300
350
Ｌ
Ｃ
Ｃ
現
在
価
値
実質利子率
コスト低減率
ＬＣＣ現在価値
300-350
250-300
200-250
150-200
100-150
0% 1% 2% 3% 4% 5% 6% 7% 8% 9% 10%
0% 140 132 125 120 115 112 109 107 106 105 104
1% 132 125 120 115 112 110 108 106 105 104 103
2% 125 120 116 112 110 108 106 105 104 103 103
3% 120 116 112 110 108 106 105 104 103 103 102
4% 116 113 110 108 106 105 104 103 103 102 102
5% 113 110 108 106 105 104 103 103 102 102 101
6% 110 108 107 105 104 103 103 102 102 102 101
7% 108 107 105 104 104 103 102 102 102 101 101
8% 107 105 104 104 103 102 102 102 101 101 101
9% 106 104 104 103 102 102 102 101 101 101 101
10% 105 104 103 103 102 102 101 101 101 101 101
新築コストを100とした指数
コスト低減率
実
質
利
子
率
 
表 3-3-8 実質利子率とコスト低減率を変化させたときの 
資源循環型住宅の LCC 現在価値（180年間） 
図 3-3-6 実質利子率とコスト低減率を変化させたときの資源循
環型住宅の LCC 現在価値の 3次元グラフ（180年間） 
表 3-3-9 実質利子率とコスト低減率を変化させたときの 
資源循環型住宅の LCC 現在価値（60年間） 
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３．３．３ ＬＣＣ現在価値比による検討 
以上の各住宅のＬＣＣ現在価値の検討では、各住宅の新築コストを同一として検討を行
ってきたため、新築コストが異なる場合の「資源循環型住宅」の経済性の評価は分からな
い。しかし、「資源循環型住宅」は「従来型住宅」より付加的な要件が加わるために一般に
新築コストが大きくなることが考えられる。このため、本項では価格の異なる各住宅の経
済性を比較するために、ＬＣＣ現在価値比を用いた検討を行う。 
「従来型住宅」に対する「資源循環型住宅」の現在価値の比をＬＣＣ現在価値比と呼ぶ。
この値は、「資源循環型住宅」の「従来型住宅」に対するＬＣＣ現在価値での優位性の割合
を示しており、ＬＣＣ現在価値比をＲＭＣ、「資源循環型集合住宅」と「従来型集合住宅」
のＬＣＣ現在価値をＣＰＲＯ,ＣＰＯとすると、ＬＣＣ現在価値比ＲＭＣは、ＲＭＣ＝ＣＰＲＯ／Ｃ
ＰＯで求めることができる。Ｔｒ＝１／ＲＭＣの時、Ｔｒ＝ＣPＲ／ＣＰＲＯ＝１／ＲＭＣ＝ＣＰＯ
／ＣＰＲＯから、ＣＰＲ＝ＣＰＯとなり、「資源循環型住宅」のＬＣＣ現在価値が「従来型住宅」
のＬＣＣ現在価値と等しくなる。このため、「資源循環型住宅」の「従来型住宅」に対する
新築コストの比がＬＣＣ現在価値比の逆数より小さければ、ＬＣＣ現在価値で「資源循環
型住宅」のほうに優位性があるということができる。 
ＬＣＣ現在価値比を見ると、それぞれの住宅が「従来型住宅」に対し、ＬＣＣ現在価値
でどれだけ有利になるか（または不利になるか）がわかるので、ＬＣＣ現在価値比を使っ
て各住宅の経済性の比較を行うことができる。またその逆数は、新築コストが「従来型住
宅」に対して何処まで高コストでも経済的にメリットがあるかの限界値をあらわしており、
「資源循環型住宅」を開発する際の目標コストを設定する参考値となる。 
 表 3-3-5，3-3-6のＬＣＣ現在価値比の値をグラフにあらわし図 3-3-8，3-3-9に示す。
ただし、60年間の図には「資源循環型住宅」の継承世代の「従来型住宅」に対する優位性
を検討するために、「資源循環型住宅―再生」のＬＣＣ現在価値比も示す。 
 図 3-3-8を見ると実質利子率が 0％のときの「資源循環型住宅」の「従来型住宅」に対
するＬＣＣ現在価値比は 0.45であり、これは 180年間のＬＣＣの算定で「資源循環型住宅」
の新築コストが、「従来型住宅」に対しＬＣＣ現在価値比の逆数である 2.2倍まで高くても、
0%
2%
4%
6%
8%
10%
0% 2%
4% 6%
8% 10%
0
50
100
150
200
250
300
350
400
Ｌ
Ｃ
Ｃ
現
在
価
値
実質利子率
コスト低減率
ＬＣＣ現在価値
350 -400 
300 -350 
250 -300 
200 -250 
150 -200 
100 -150 
図 3-3-7 実質利子率とコスト低減率を変化させたときの資源循
環型住宅の LCC 現在価値の 3次元グラフ（180年間） 
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実質利子率が 0％，コスト低減率が 0％の状態でＬＣＣ現在価値が同等であることを示して
おり、新築コストがこれ以下ならＬＣＣ現在価値で優位性があることをあらわしている。
このため、ＬＣＣ現在価値比の逆数を「ＬＣＣ現在価値での優位性の限界値」（以下「経済
優位性の限界値」と記す）と呼ぶ。ちなみに、安定成長期の指標である実質利子率 2％の
付近では、ＬＣＣ現在価値比は 0.62で「経済優位性の限界値」は 1.6、高度成長期の指標
である実質利子率 5％を見ると「経済優位性の限界値」は 1.3、さらに 10％のときは「経
済優位性の限界値」は1.1となる。 
 また、図3-3-9で60年間の値を見ると新築のケースはほほ180年間と同じ傾向を示すが、
再築で始まる60年間は0.4～06と低く、新築の7割程度になっている。 
 こうした傾向を俯瞰的にとらえるために、表 3-3-10，表 3-3-11に実質利子率とコスト
低減率を変数とした資源循環型住宅の 180年間と 60年間のＬＣＣ現在価値比を示し、その
３次元グラフを図3-3-10，3-3-12に、等高線グラスを図3-3-11，3-3-13に示す。 
図 3-3-10，3-3-12を比較すると、「資源循環型住宅」の「従来型住宅」に対するＬＣＣ
現在価値比の値は 60年間のほうがその値はやや大きくなるものの、ほぼ同様の変化を示し
ており、その傾向が明確にわかる。すなわち、各住宅の新築コストを同一とした場合、Ｌ
図３－１６ 資源循環型住宅のＬ
図３－１７ 資源循環型住宅の新築世代と再
従来型住宅に対する比
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 図 3-3-8 資源循環型住宅のＬＣＣ現在価値比 
       （180年間・コスト低減率 0％） 
3-3-9 資源循環型住宅のＬＣＣ現在価値比 
       （60年間・コスト低減率 0％） 
 37
ＣＣ現在価値は経年数が長くなるほどその差は拡大するが、ＬＣＣ現在価値比は当初の改
装･建替えのサイクルでその値がほぼ決まり、その後は経年数が長くなってもその変化は少
ないことがわかる。 
 
表３－１１ 実質利子率とコスト低減率を変
図３－１８ 実質利子率とコスト低減率を変
えたときの資源循環型住宅 
0% 1% 2% 3% 4% 5% 6% 7% 8%
0% 0.45 0.54 0.62 0.70 0.76 0.81 0.85 0.89 0.91
1% 0.54 0.62 0.70 0.76 0.81 0.85 0.88 0.91 0.93
2% 0.62 0.69 0.76 0.81 0.85 0.88 0.91 0.93 0.94
3% 0.69 0.75 0.81 0.85 0.88 0.91 0.93 0.94 0.95
4% 0.75 0.80 0.84 0.88 0.90 0.92 0.94 0.95 0.96
5% 0.80 0.84 0.88 0.90 0.92 0.94 0.95 0.96 0.97
6% 0.84 0.87 0.90 0.92 0.94 0.95 0.96 0.97 0.98
7% 0.87 0.90 0.92 0.94 0.95 0.96 0.97 0.97 0.98
8% 0.90 0.92 0.93 0.95 0.96 0.97 0.97 0.98 0.98
9% 0.92 0.93 0.95 0.96 0.97 0.97 0.98 0.98 0.99
10% 0.93 0.95 0.96 0.97 0.97 0.98 0.98 0.99 0.99
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表 3-3-10 実質利子率とコスト低減率を変化させたときの資源循環型 
住宅のＬＣＣ現在価値比（180年間） 
図 3-3-10 実質利子率とコスト低減率を変化させたときの資源循環型 
住宅のＬＣＣ現在価値比の 3次元グラフ（180年間） 
図 3-3-11 実質利子率とコスト低減率を変化させたときの資源循環型
住宅のＬＣＣ現在価値比（180年間） 
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また、図 3-3-11，3-3-13を見てわかるように、実質利子率とコスト低減率のＬＣＣ現
在価値比に与える影響は実質利子率のほうがやや大きいが、検討の精度から考えほぼ同様
とみなしてよいと考える。 
 
図３－２１ 実質利子率とコスト低減率を変
えたときの資源循環型住宅 
図３－２０ 実質利子率とコスト低減率を
変えたときの資源循環型住宅 
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表 3-3-11 実質利子率とコスト低減率を変化させたときの資源循環型 
住宅のＬＣＣ現在価値比（60年間） 
図 3-3-12 実質利子率とコスト低減率を変化させたときの資源循環型 
住宅のＬＣＣ現在価値比の 3次元グラフ（60年間） 
図 3-3-13 実質利子率とコスト低減率を変化させたときの資源循環型 
住宅のＬＣＣ現在価値比の等高線グラフ（60年間） 
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３．３．４ 「資源循環型住宅」のコスト低減率のみを考慮したときの検討 
３．２．１のコスト低減率の項で述べたように、住宅の過去 35年間の価格低減率は 0.3％
と小さく、今後もこの状態が続くものと仮定しても、新たに開発される「資源循環型住宅」
では、普及段階での技術の進歩や習熟効果による生産性の向上，市場拡大にともなうコス
トダウンなどにより、従来型住宅よりも高いコスト低減率が生じることが予想される。参
考までに表 3-2-1を見ると、木造住宅のコスト低減率が 0.4％（過去 39年間）であるのに
対し、鋼材やコンクリートなどを使用し、ここ半世紀の間に普及した非木造住宅のコスト
低減率は 0.7％（同一 39年間）と高くなっており、このことを裏付ける結果となっている。 
こうしたことから、コスト低減率の影響を検討するために、「従来型住宅」のコスト低減
率をゼロとした場合の「資源循環型住宅」のＬＣＣ現在価値比を算定し考察を行う。その
ために、３.３.２で記したＬＣＣ現在価値比の算定式（3－10）のＣＰＣの部分をコスト低
減率ゼロとした時の従来型住宅のＬＣＣ現在価値を使って算定し、その結果を 180年間の 
 
表３－１３  従来型住宅のコスト低減率を
0％としたときの 
図３－２２  従来型住宅のコスト低減率を
0％としたときの 
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表 3-3-12 従来型住宅のコスト低減率を0％としたときの 
        資源循環型住宅のＬＣＣ現在価値比（180年間） 
図 3-3-14 従来型住宅のコスト低減率を0％としたときの 
        資源循環型住宅のＬＣＣ現在価値比（180年間） 
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値を表 3-3-12，図 3-3-14に、60年間の値を表 3-3-13，図 3-3-15に示す。図 3-3-14で見
ると、コスト低減率が大きくなるに従いＬＣＣ現在価値比は小さくなり「資源循環型住宅」
の「経済優位性の限界値」は増加することになる。このことから経済性の検討を行う際に
各住宅のコスト低減率をゼロと仮定しておけば安全側に現れることがわかる。図 3-3-15
の 60年間の値も変化は少ないがその傾向はかわらない。 
また、自動車（同じく 37年間で 2.0％）、自転車（同じく 39年間で 3.0％）など耐久消
費財の過去のコスト低減率である 1％～3％付近では効果が大きいことが分かり、「資源循
環型住宅」の普及にとって、技術開発と流通の整備および市場の拡大によるコストの低減
が重要であることがわかる。 
このため、以降の検討においては各住宅のコスト低減率をゼロとした検討を中心に行い、
開発・普及段階におけるコスト低減率の上昇は経済性比較の付加的プラス要素と考える。 
 
図３－２３  従来型住宅のコスト低減率を
0％としたときの 
表３－１４  従来型住宅のコスト低減率を
0％としたときの 
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0% 0.68 0.64 0.61 0.58 0.56 0.54 0.53 0.52 0.51 0.51 0.50
1% 0.73 0.69 0.66 0.63 0.62 0.60 0.59 0.58 0.58 0.57 0.57
2% 0.76 0.73 0.70 0.68 0.67 0.66 0.65 0.64 0.63 0.63 0.62
3% 0.79 0.76 0.74 0.72 0.71 0.70 0.69 0.69 0.68 0.68 0.67
4% 0.82 0.79 0.77 0.76 0.75 0.74 0.73 0.73 0.72 0.72 0.72
5% 0.83 0.81 0.80 0.79 0.78 0.77 0.76 0.76 0.76 0.75 0.75
6% 0.85 0.83 0.82 0.81 0.80 0.80 0.79 0.79 0.78 0.78 0.78
7% 0.86 0.85 0.84 0.83 0.82 0.82 0.81 0.81 0.81 0.80 0.80
8% 0.87 0.86 0.85 0.84 0.84 0.83 0.83 0.83 0.83 0.82 0.82
9% 0.88 0.87 0.86 0.86 0.85 0.85 0.84 0.84 0.84 0.84 0.84
10% 0.88 0.87 0.87 0.86 0.86 0.86 0.86 0.85 0.85 0.85 0.85
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図 3-3-13 従来型住宅のコスト低減率を0％としたときの 
        資源循環型住宅のＬＣＣ現在価値比（60年間） 
図 3-3-15 従来型住宅のコスト低減率を0％としたときの 
        資源循環型住宅のＬＣＣ現在価値比（60年間） 
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３．３．５ 新築コスト比を使った検討 
３.３.３項の検討で、ＬＣＣ現在価値比を使用することにより「従来型住宅」に対し「資
源循環型住宅」がどの程度までコスト高でも（またはコスト安なら）ＬＣＣとして優位性
があるか、判定できることがわかった。しかし、通常は各住宅の現在価値比よりも新築コ
ストから算定したＬＣＣ現在価値の大小を直接検討することのほうが多く、そうした直接
的な比較が行えるほうが簡明である。このため、本項では各住宅の新築コストの差をＬＣ
Ｃ現在価値に反映させた検討を行う。 
本研究では、将来の改装・建替えのコストの設定を新築コストに対する指数で設定して
おり、ＬＣＣ現在価値の算定式は式（3-9）に示すように新築コストの一次式となっている。
このため「資源循環型住宅」の「従来型住宅」に対する新築コストの比（以下新築コスト
比Ｔｒと呼ぶ）が分かれば、これを使ってその比較を行うことができる。すなわち、「資源
循環型住宅」の新築工事費をＣＲ，ＬＣＣ現在価値をＣPＲ，「従来型住宅」の新築工事費を
ＣＣ，ＬＣＣ現在価値をＣＰＣとすると、Ｔｒ＝ＣＲ／ＣＣとなり、ＬＣＣ現在価値はＣPＲ＝
Ｔｒ×ＣＰＣで求めることが出来る。このように、新築コスト比を使用することにより簡単
に各住宅のＬＣＣを比較することが出来る。 
いま、「従来型住宅」に対し「資源循環型住宅」の新築コスト比Ｔｒを 1.1，1.2，1.5，
2.0と変えて 180年間の換算ＬＣＣ現在価値を算定し、「従来型住宅」のＬＣＣ現在価値と
共に図3-3-16に、同じく60年間の値を図3-3-17示す。 
 図 3-3-16の表で「資源循環型住宅（Ｔｒ=1.2）」のＬＣＣ現在価値を「従来型住宅」の
値と比較すると、当初は「資源循環型住宅」のほうが有利であるが 6％付近で逆転し、以
降は「従来型住宅」のほうが有利となっていることがわかる。「資源循環型住宅（Ｔｒ=1.5）」
の場合はさらに早く逆転し 3％付近で逆転が起こっている。同じく図 3-3-17の表では、「資
源循環型住宅（Ｔｒ=1.2）」の場合 5％付近で、「資源循環型住宅（Ｔｒ=1.5）」の場合は 2％
付近でその優位性が逆転している。このように、「従来型住宅」に対する新築コストの比に
よる新築コスト比を使うことによって、「従来型住宅」と直接的にＬＣＣ現在価値の大小を
比較することが出来、実質利子率の変化にともなう優位性の比較を容易に行うことが可能
となる。 
図３－２４ 換算率を用いた LCC 現在価値の比較（180
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図 3-3-16 新築コストの換算率を用いたＬＣＣ現在価値の比較  
       （180年間・コスト低減率 0％） 
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 このため以降の検討においては、ＬＣＣ現在価値の比較に際し、新築コスト比Ｔｒを使
って検討を行うものとする。 
 
 
 
 
３．３．６ 年等価額による検討 
ＬＣＣ現在価値による経済性の比較は、１）住宅の新築時点で将来の発生コストを含め
た経済性の評価が可能となり工法選択の資料として使用できること、２）実質利子率やコ
スト低減率を考慮した検討が出来、現状の経済状況や技術進歩を考慮した検討が出来る点
で優れていることはすでに述べた。 
しかし、「資源循環型住宅」の 180年間の費用を各世代が均等に負担していく場合と、
新築世代の 60年間と再築世代の 60年間を分けて負担する場合でどのぐらいの負担増にな
るかと言った期間の異なるＬＣＣの優位性を比較することはできない。良質な住宅ストッ
クの形成のためには 100年，150年という多世代ローンの必要性も言われており、そのメ
リットを具体的に示すことも「資源循環型住宅」普及のために必要である。そうした、検
討期間の異なるＬＣＣ価値の大小を比較する方法として年等価額法を使用する。 
年等価額法は、一定期間に発生するコストをその期間で均等に支払うとしたら年負担額
はいくらになるかを算定する方法で、ｔ年後に発生する費用をＣt,実質利子率をｉ＊,建物
の使用期間をＴ年とすると年等価額ＣＲは次の式（3-12）で求めることが出来る。 
 PT*
T**
R C1)i1(
)i1(i
C ·
-+
+
=                  （3-12） 
この式を用い、表 3-6の「資源循環型住宅」の 180年間のＬＣＣ現在価値と、表 3-7の
「資源循環型住宅―新築」と「資源循環型住宅―再築」の 60年のＬＣＣ現在価値から、そ
れぞれの年等価額を求め、表 3-3-14，図 3-3-18に示す。図 3-3-18で、新築世代とそれを
継承し再築して使用する再築世代の年等価額を比較すると、実質利子率の値にかかわらず
図３-２５ 換算率を用いたＬＣＣ現在価値の比較(60
従来型住宅のコストを100とした指数
0
100
200
300
400
500
0% 1% 2% 3% 4% 5% 6% 7% 8% 9% 10%
実質利子率
Ｌ
Ｃ
Ｃ
現
在
価
値
資源循環型住宅(Tr=1.0）
資源循環型住宅(Tｒ=1.2)
資源循環型住宅(Tｒ=1.5)
資源循環型住宅(Tｒ=2.0)
従来型住宅
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        （60年間・コスト低減率 0％） 
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年負担額が７割程度に軽減し再築世代の経済性が大きいことがわかる。また、「資源循環型
住宅」の 180年間と、新築世代の 60年間の年等価額では、実質利子率が 0％に近い状態で
はあきらかに 180年間で均等負担するほうに 1割以上の優位性があるが、実質利子率が高
くなるに従いその優位性は失われ、利子率が 5％の付近ではほぼ同一となる。このことか
ら、改装の費用を考慮に入れた場合の多世代型ローンの有効性は、利子補給などの助成策
があって実質利子率が 0％近い場合には大きいが、高度成長期のように実質利子率が高い
場合にはその効果がほとんどないことがわかる。 
年等価額で新築世代と継承世代の生涯コストの差をわかりやすく説明すると、実質利子
率が 2％のときの新築世代の年等価額を見ると 3.6となっており、再築世代のそれは 2.2
になっている。これは、仮に 1000万円の資源循環型住宅を自己資金無しで建てたとすると、
この後の改装のコスト負担も含め実質利子率 2％のときに年間 36万円の負担となり、これ
に対し再築世代の負担は 22万円の負担となる。これが 1955年から 1965年の平均実質利子
率 5％のときのような高度成長経済下ではその負担が各 60万円と 33万円に増加すること
になる。このように年等価額法には実際の負担額を想定しながら検討を行える利点もある。
また、収入や金利はそのときの経済状態によって変わっていくがそれは実質利子率に反映
されており、このため現在の状況にあわせた負担額を検討しておけばマクロ的には経済状
態の変化に対応できることにもなる。 
 
表 3-3-14 資源循環型住宅の年等価額の比較 
図 3-3-18 資源循環型住宅の年等価額の比較 
実質利子率 0% 1% 2% 3% 4% 5% 6% 7% 8% 9% 10%
資源循環型住宅
（180年間） 1.9 2.5 3.3 4.1 5.0 5.8 6.7 7.7 8.6 9.5 10.5
資源循環型住宅-
新築（60年間) 2.3 2.9 3.6 4.3 5.1 6.0 6.8 7.7 8.6 9.6 10.5
資源循環型住宅-
再築（60年間） 1.5 1.8 2.2 2.5 2.9 3.3 3.7 4.1 4.6 5.0 5.5
従来型住宅の新築コストを100とした指数
資源循環型住宅の新築コストを100とした指数
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さらに、年等価額を用いると、60年間の生涯住宅コストを就労期の 30年間で負担した
場合の、年間の負担額を検討するようなことも可能となる。その場合の値は表 3-3-15，図
3-3-19のようになる。図 3-3-19を図 3-3-18と比較すると実質利子率の高いときには年間
の負担額はあまり変わらないが、実質利子率が低いときは、就労期の 30年間で負担するば
あいの負担額の増加は著しい。しかも、現在のような安定成長期には将来の収入の増加が
あまり見込めないため、壮年期における生涯住宅コストの計画的な検討がより重要になる。 
本研究では、年等価額を一世代コストと多世代コストの負担額や、「従来型住宅」と「生
涯対応型住宅」のように使用期間の異なる住宅の年間負担額の大きさを比較する場合など
に使用する。 
 
 
図 3-3-18 資源循環型住宅の年等価額の比較 
実質利子率 0% 1% 2% 3% 4% 5% 6% 7% 8% 9% 10%
資源循環型住宅-
新築（60年間)
4.7 5.1 5.6 6.1 6.7 7.3 8.0 8.7 9.5 10.3 11.1
資源循環型住宅-
再築（60年間）
3.0 3.2 3.4 3.6 3.8 4.1 4.4 4.7 5.0 5.4 5.8
従来型住宅（30年
間）
8.3 8.2 8.2 8.4 8.6 9.0 9.4 9.9 10.5 11.2 11.9
注記：資源循環型住宅は180年で算定
従来型住宅の新築コストを100とした指数
表 3-3-15 就労期の 30年間で生涯住宅コストを負担する場合の年等価額の比較 
図 3-3-19 就労期の 30年間で生涯住宅コストを負担する場合の 
      年等価額の比較 
資源循環型住宅の新築コストを100とした指数
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３．４ 考察―「資源循環型住宅」の経済性評価について 
３．４．１ 実質利子率とコスト低減率の変化とＬＣＣ現在価値 
以上の検討から、ＬＣＣ累計値は経年数が増加するに従い各住宅間の差は拡大していく
ため、各住宅のＬＣＣの大小を比較することは出来るが、その値には利子率が考慮されて
いないため、我々のコスト感覚とはかい離したものになる。これに対し、実質利子率を入
れたＬＣＣ現在価値では、物価の変動や利子率を考慮した検討が可能となり、建設時にＬ
ＣＣと将来の収入や借入資金の返済を考慮した検討が可能になることがわかった。 
経済環境を考慮する実質利子率の値として、1970年から 30年間の平均値を参考に 2％
のときを安定性長期、1955年から 10年間の平均値を参考に 5％のときを高度成長期の指標
として検討を進める。なお、1955年以前の値は 5％を超えているが、実質利子率が 5％以
上の状況では３.３.４の新築コスト比を使った検討でわかるように、将来の改装・建替え
コストの影響が減少するため実質利子率の上昇によるＬＣＣ現在価値の低減率は小さく、
かつ新築コストの差の影響が大きくあらわれるため、各住宅間の優位性は 5％の時の値で
ある程度推測することが出来る。 
コスト低減率については、これから開発・普及が行われる「資源循環型住宅」にとって
重要な指標であるが、現状の住宅のコスト低減率は 0.3％と小さく、これから開発･普及が
進む「資源循環型住宅」のほうがコスト低減率は大きくなる可能性が高いが、その場合は
有利に働くことになる。また、実質利子率とコスト低減率は現在価値に対し、その値が同
一ならほぼ同じ影響を与えるが、過去の傾向では実質利子率の変化のほうがコスト低減率
に比較しはるかに大きい。このため、4 章および 5 章での検討では実質利子率の違いによ
る経済性の評価を中心に検討を行う。 
また、本章での検討によりＬＣＣ現在価値の特性として１）実質利子率の変化とコスト
低減率の変化のＬＣＣ現在価値に与える影響は同じような傾向を示すこと、２）実質利子
率とコスト低減率がともに 0％のときはＬＣＣ累計値と等しくなり、このときの値が最も
大きく、以降は実質利子率とコスト低減率が大きくなるに従いＬＣＣ現在価値は小さくな
り新築コストの値に漸近していくことがわかった。 
 
３．４．２ ＬＣＣ現在価値比による経済性の評価 
 「資源循環型住宅」の「従来型住宅」に対するＬＣＣ現在価値比は、その逆数が「資源
循環型住宅」の新築コストが「従来型住宅」に対し何倍まで高くても優位性があるかと言
う「経済優位性の限界値」を示しており、経済性評価の指標となりうることがわかった。 
また、その特性として、ＬＣＣ現在価値とは逆に実質利子率とコスト低減率がともに 0％
のときが最も小さく、実質利子率とコスト低減率が大きくなるに従い 1 に漸近すること、
60年間から 180年間に経年数が増えてもその値には大きな差がないことがわかった。 
 
３．４．３ ＬＣＣ現在価値の比較による経済性の評価 
 一般的に「資源循環型住宅」は長寿命化や資源循環使用などの付加的要件が加わるため、
改装･建替えのコストは小さくなるが新築コストは「従来型住宅」に比較し割高となること
が予想される。しかし、ＬＣＣ現在価値比による比較では実質利子率やコスト低減率の値
により「経済優位性の限界値」が変わるため、新築コストが異なる場合その優位性の範囲
を明確に把握することが難しい欠点がある。これに対し、「従来型住宅」に対する「資源循
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環型住宅」の新築コストの比Ｔｒを使用した場合、算出した値を比較することにより直接
的にＬＣＣ現在価値の大小を検討することが可能となる。このため、以降の研究では改装・
建替えのコストを新築コストに対する比で設定し、その新築コスト比を使って優位性のあ
る新築コストの価を検討することとする。 
 
３．４．４ コスト低減率の「資源循環型住宅」の与える影響 
 新たに開発される「資源循環型住宅」は当初のコストは割高でも、普及段階での技術の
進歩や習熟効果による生産性の向上，市場拡大にともなうコストダウンなどにより従来型
住宅よりも高いコスト低減率が予想される。 
 こうした効果を検討するために、「従来型住宅」のコスト低減率をゼロとした場合の「資
源循環型住宅」のＬＣＣ現在価値比を算定すると、コスト低減率が大きくなるに従いＬＣ
Ｃ現在価値比は小さくなり「資源循環型住宅」の「経済優位性の限界値」は増加すること
になり、経済性の検討を行う際にコスト低減率をゼロと仮定しておけば安全側になること
がわかった。 
 
３．４．５ 年等価額による経済性の評価 
年等価額は、一定期間の利子率を考慮した年間負担額を算定する方法であり、新築世代
の生涯住宅コストとその継承世代の生涯住宅コストの大小を比較する際などに有効である
ことがわかったので、期間の異なるＬＣＣの評価などに使用する。また、新築コストを基
準に年間負担額の大きさを比較することも容易で、その優位性を具体的に示す際にも有効
であることもわかった。 
 
３．４．６ 「資源循環型住宅」の経済性評価の検討フロー  
以上の考察の結果、を踏まえ、「資源循環型住宅」の経済性の評価を図 3-4-1 のフロー
で行う。 
１）条件の設定 
設定条件としては各住宅の新築時の住宅コストと部位別の割合を設定し、従来型住宅に
対する新築コスト比を設定し、従来型住宅の新築コストを 100とした指数で表す。 
次に、改装・建替えの工事種別と時期を住み手のライフステージの変化への対応と使用
材料の耐用年数を参考に設定し、付帯的条件として工事にともなう設計その他の経費と検
討期間終了後の残存価値を設定する。 
なお、検討期間は多世代にわたるＬＣＣの優位性を評価する 180年間と生涯住宅コスト
を評価するための 60年間の 2ケースで行い、実質利子率が安定成長期の値である 2％，高
度成長期の値である 5％，それにＬＣＣ累計値を示す 0％の値で評価する。 
２）検討のフロー  
以上の設定条件に従いライフサイクルでの発生コストをもとにＬＣＣ累計値を算定し、
60年、180年で新築コストに対する倍率を求め比較を行う。また、後段ではその値を使っ
て資源投入量の検討を行う。次にライフサイクルでの発生コストからＬＣＣ現在価値を算
定し、新築コスト比を用いた各住宅の経済性の比較と従来型住宅に対する現在価値比によ
る経済優位性の限界値の検討を行う。さらに年等価額を使って、180年間均等負担した場 
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合と新築世代の生涯コストの年間負担額，継承世代の生涯コストの年間負担額の比較、ス
ケルトン部分とインフィル部分の年等価額の検討などを行う。 
 
図 3-4-1 「資源循環型住宅」の経済性評価の検討フロー  
建築コスト 付帯的条件
　　・建築種別 　・経費率
　　・部位別 ・ライフステー ジの変化 　・残存価値
　　・換算率 ・使用材料の耐用年数
・スケルトンとインフィル
　の資産特性の検討
年等価額
設
定
条
件
算
定
と
検
討
ＬＣ発生コスト
・資源投入量の検討
「資源循環型住宅」の評価
ＬＣＣ現在価値
ＬＣＣ累計値
改装・建替えの
発生パター ン
検討条件
・算定期間（多世代180年間と一世代60年間）
・利子率（高度成長期5％と安定成長期2％）
・コスト低減率
・新築コストに対する累計コストの比 ・資源の循環使用回数
・エネルギー投入量
・換算率を使用した各住宅の比較
・従来型住宅に対する現在価値比
（限界コスト）
・異なる使用期間での比較
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３．５ 結言 
第３章では「資源循環型住宅」の経済性の評価方法を検討するために、ＬＣＣ現在価値
の経済的意義をあきらかにし算定式の設定をおこない、２)住み手のライフステージの変化
を考えた「資源循環型住宅」と「従来型住宅」の改装･建替えの基本モデルを設定してＬＣ
Ｃ現在価値を算出し、利子率とコスト低減率を変化させたときの特性を検討した。さらに、
４）経済性評価を有効に行うためにＬＣＣ現在価値比、新築コスト比、年等価額など各手
法の活用方法を検討した。 
なお、長期間にわたるＬＣＣを考える場合、物価や利子率、技術進歩によるコスト低減
効果の影響が大きいため、半世紀にわたる物価動向調査を使って長期の利子率と物価の変
動，住宅および耐久消費財の価格変動をあきらかにし、これらの要素を考慮した評価をお
こなうための基礎資料とした。 
その結果、１）実質利子率とコスト低減率のＬＣＣ現在価値に与える影響は検討期間の
長期化とともに大きくなるのに対し、実質利子率とコスト低減率をともにゼロとしたとき
のＬＣＣ現在価値の値であるＬＣＣ累計値は、検討期間の長期化とともに価値の実感値と
のかい離が拡大していく。このため、長期のＬＣＣの評価にはＬＣＣ累計値での検討より
ＬＣＣ現在価値による検討の方が適することがあきらかになった。 
２）実質利子率とコスト低減率のＬＣＣ現在価値に与える影響は、その率が同一ならＬ
ＣＣ現在価値に対しほぼ同等の影響を与えるが、実質利子率の過去 30年間の平均が 1.8％
で高度成長期にはさらに高くなるのに対し、住宅のコスト低減率は過去 40 年間の実績で
0.3％と非常に小さく、また「資源循環型住宅」のような新規開発型の住宅のコスト低減率
は「従来型住宅」より大きくなると考慮するとＬＣＣ現在価値比で有利になる。このため、
経済性の評価では通常は実質利子率のみを変数として経済環境を考慮した検討を行うこと
ができることがあきらかになった。 
３）「資源循環型住宅」は、新築コストが同一なら「従来型住宅」より優位性があるが、
「資源循環型住宅」は「従来型住宅」に比較し付加的要件が加わるため高コストになる可
能性がある。そのときの比較は、「資源循環型住宅」のＬＣＣ現在価値を「従来型住宅」の
ＬＣＣ現在価値で除したＬＣＣ現時価値比で行うことができること、使用期間の違う住宅
のＬＣＣの年間負担額の比較や新築コストに対するＬＣＣの年間負担額の比較には年等価
額を使うことが有効であることがあきらかとなった。また、資源循環型住宅の新築コスト
を従来型住宅と比較した新築コスト比を用いることによって、その開発目標コストを明確
にし得ることがあきらかになった。 
さらに 180年間の長期に亘る分析結果から、実質利子率がＬＣＣ現在価値に与える影響
は検討期間が長期になるに従い大きくなることがわかった。特に、実質利子率が低い場合
には、資源循環型住宅は改装・建替えコストが少ないために、従来型住宅に比較して経済
優位性が高まり、今日のような安定成長下での低金利時代においてはこの優位性がより顕
著に表れるが、こうしたことは、高度成長期にはフロー型の住宅が多く建てられ、安定成
長期に入った近年になり長寿命型の住宅に関心が集まりだした事実とも一致する。そして、
経済性を評価するためには、120年間の評価で十分であることもわかった。 
また、実質利子率とコスト低減率のＬＣＣ現在価値に与える影響は、その率が同一なら
ＬＣＣ現在価値に対しほぼ同じ大きさになるが、実質利子率の過去 40年間の平均が 2％で
高度成長期にはさらに高くなるのに対し、住宅のコスト低減率は過去 40年間の実績で
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0.3％と非常に小さい。さらに、「資源循環型住宅」のような新規に開発される住宅のコス
ト低減率は「従来型住宅」より大きくなると考えるとＬＣＣ現在価値で有利になることが
わかった。このため、一般的な経済性の評価では実質利子率のみを変数として取り上げ検
討を行うことが可能であり、以降の検討においては実質利子率の変動を分析した結果をも
とに安定成長期の指標を実質利子率 2％に、高度成長期を5％に設定し、コスト低減率は0％
の条件で、経済環境を考慮した検討を行うこととした。 
以上の結果を踏まえて、図 3-4-1のフローにもとづき、過去の実質利子率の変化の分析
から安定成長期の指標を実質利子率 2％に、高度成長期を 5％に設定して、4 章では戸建住
宅について，5章では集合住宅について経済性の検討を行う。 
 
注記 
注 3-1)総務省の物価調査品目の中から住宅のコスト低減率を考えるために参考となる品目を
選定するために、多数の部品で構成される耐久消費財で、かつ 20年間以上の継続的デ
ータが得られる製品という基準で選定すると、食料や衣料・サービス、維持管理的な品
目が除かれ、家庭用耐久財（家庭電化製品・ミシン）、自動車等関係費（乗用車・自転
車）、教養娯楽用耐久財（テレビ･カメラなど）の一部が残る。 
その中から、技術進歩と市場環境の状況などを考慮し、次の 4点を選定した。 
１．データ採用開始時点ですでに技術的完成度が高く市場が成熟段階にあるもの（コス
ト低減率が小さいと予想される品目）として自転車を採用した。 
２．データ採用開始時点で技術と市場が発展段階にあり、終了時点で成熟期に達してい
るものとして洗濯機を採用した。乗用車は物価調査の開始時点が1981年からと短いた
め、同等品のメーカー調査資料を加え参考値とした。 
３．データ採用開始時点で技術と市場が発展段階にあり、かつ現在も情報端末として新
たな発展が続いているもの（コスト低減率が大きいと予想される品目）としてテレビ
を採用した。 
注 3-2）工業製品の物価デフレーターによる修正は、以下の式で行った。 
   ＡＰ＝(ＧＰｔ・ＰＩ９５) ×100／（ＧＰ９５・ＰＩｔ） 
ただし、ＡＰは 1999年を 100とした場合の修正価格、ＧＰｔはｔ年の商品価格、ＧＰ95
は 1995年の商品価格、ＰＩｔはｔ年の消費者物価、ＰＩ95は 1995年の消費者物価 
注 3-3）Charles Irving Jones著，香西体監訳の「経済成長理論入門」1999年に、技術進歩に
よる生産性の向上とその結果として生じる一人当たりＧＤＰや所得の増加が、米国では
過去 100年間一定の指数的変化をしていることが述べられている。住宅の利子率やコス
ト低減率を指数関数の形で設定することにより、こうした検討ともリンクさせることが
できる。 
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